

















































































































































































































































































る 2 種類の取引が独立していると考えられたからである。2 種類の取引とは、対価の受取の代わり
に労働が提供される取引と株式発行の 2 つの取引であるが、前者は損益計算であり後者は資本計算
に対応するというのである。 
その後、2016年に、米国 FASBにより、ストック・オプション関連の基準の改訂が行われた。そ
こでは、ストック・オプションの付与を構成する、労働を提供して対価を受け取る取引と株式発行
という資本取引との 2 種類の取引が、独立せずに単一の取引であると解釈されるようになり、税効
果会計もそれを反映することになった。つまり、ストック・オプションの付与が労働の提供と対価
の受取という単一の取引であることが強調された結果、税務上の損金算入金額と会計上の報酬費用
の累計額の差額が、すべて損益計算として処理されるようになったのである。米国の税効果会計に
おける、ストック・オプション取引に対する見解の変化は、今後、税効果会計だけではなく、スト
ック・オプション全般の会計にも影響すると思われる。 
なお、米国では、株式関連報酬として定義されるもののうち、資本ではなく負債に区分されるも
のがある。それは行使時の株価と行使価格の差額を現金で支払うとする株式評価益受益権（現金 SAR）
であり、また、その差額が現金で決済されるか株式で決済されるかを、付与された者が選択できる
タンデム・アワードである。これらは、米国の会計基準において、負債とみなされる株式関連報酬
として位置づけられている。第 5 章補論では、無償で付与する新株予約権や株式関連報酬として会
計処理を考察する際に、条件付きで負債とみるべきであるという考え方も紹介し、条件付きで新株
予約権を負債とみる考え方について、負債とみなす状況を特殊な状況として区別する立場と、負債
とみる考え方自体を否定する立場について検討した。前述のように、転換社債から区分される新株
予約権を負債とみる考え方もあるが、現金払込と無償付与とで区別して考察した次第である。両者
では異なる議論が展開される可能性があることを指摘した。 
第 6 章では、ストック・オプションをはじめとする株式関連報酬が、日本においてどのように導
入され変化したかについて、分析を行った。米国では、100 年以上前からストック・オプション報
酬が存在したが、日本では、1997年に、ストック・オプション制度が本格的に導入された。その後、
会計基準も設定されたが、日本企業において、ストック・オプションがどの程度活用されているか
について分析した。日本企業のストック・オプション報酬の事例をみると、米国で考案されたスト
ック・オプションの原型である通常のストック・オプションが会計基準上は前提とされながらも、
多くの日本企業で採用されているストック・オプションの形式や条件における傾向は、米国で行わ
れてきたものとは異なっている。たとえば、米国で多くみられた通常のストック・オプションは、
インセンティブの観点から行使価格が付与日の株価以上で設定されたが、そのようなストック・オ
プションは、ストック・オプションを付与した日本の上場企業のうち 4分の 1程度しか導入されて
いない。つまり、残りは、通常のストック・オプションとは異なる形式のストック・オプションを
採用していることになる。このように、日本企業では、多様なストック・オプションがみられるが、
特に、行使価格が 1 円である退職金タイプの株式報酬型ストック・オプションが多い。これは、行
使が確実なことから、ストック・オプションの公正価値が大きく、それゆえ費用計上が大きくなる
ことが指摘された。日本におけるこのようなストック・オプションの特徴は、ストック・オプショ
ンを公正価値法で費用計上するとした会計基準に対する反応である。このように、日本では、必ず
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しも費用計上を回避するような報酬形式を選択するわけではない。この点が米国企業の反応との違
いである。さらに、退職金代わりの株式報酬型ストック・オプションについて、行使が確実なこと
から、そのような新株予約権について、資本の定義に関する問題が提起される。 
第 6 章後半では、ストック・オプションを自己新株予約権として取得し、処分・消却を行う極め
て特殊な事例の検討を通じて、米国では自己株式と同様に自己新株予約権が資本取引として処理さ
れているが、日本の会計基準では自己新株予約権が損益取引であることから、ここでも資本の定義
の違いがみられたことを指摘した。 
本論文で得られた結論と課題 
本論文の第 7 章では、結論と今後の課題が示される。本論文では、新株予約権を用いた資金調達
とストック・オプションに関する会計基準と理論の検討を通じて、負債と資本の区分、払込資本の
増加金額の測定、そして損益計算のあり方について、議論してきた。特に、会計基準の設定過程、
適用状況、そして新株予約権の発行状況に注目した。その際、負債の評価問題と払込資本の測定問
題とが接する場面として、権利行使時に現金以外のものが払い込まれる代用払込について、社債部
分の拠出をどのようにみるかで、払込資本の増加金額が決まることについて議論した。特に、社債
部分の拠出を転換とみれば社債部分の帳簿価格が資本の金額となり、他方、取得条項付きの取得と
消却のような決済とみれば社債部分の時価が資本の金額となりうる点である。 
負債と資本の会計学という観点からは、新株予約権を負債とみるか資本とみるかで、再評価ある
いは金額の修正の可能性も決まるとされ、それが問題とされた。1990年代の米国において、新株予
約権が負債か資本かについて議論されたときは、株主資本の再評価の是非が問題となっていたが、
2000年代には、ストック・オプションとの関係で自社株式による決済を伴う債務を負債とみるか資
本とみるかをめぐる議論が行われていた。会計基準上では、新株予約権を資本とみなし、行使条件
の変更に伴う修正が行われたが、どのような経緯で修正が可能となったのかについて、第 7 章補論
で検討された。 
他方、現金決済の可能性のある転換社債については、通常の転換社債と区別して、米国の会計基
準と国際会計基準では区分処理が規定され、株式で一部でも決済された時の払込資本の増加金額の
測定は社債の時価に基づいていた。特に、国際会計基準では、株式決済時の払込資本の測定だけで
はなく、区分された転換権（新株予約権）が負債に含められたうえで決算日には時価評価されると
いう。このような新株予約権の処理の違いは、現金払込かストック・オプションとしての無償付与
かの違いではなく、日本の取得条項に類似した現金決済の可能性を織りこんだ転換社債であるかど
うかであった。 
米国でのストック・オプション会計と自社株式による決済を伴う債務に関する議論をみる限り、
新株予約権の無償付与について、現金払込を伴って新株予約権が発行されるケースとは異なる議論
が行われたこともあり、一貫した議論ではないように考えられるが、無償で付与される新株予約権
の議論が、転換社債が区分処理されて新株予約権が払込資本の性質をもつとされる時の議論に影響
するかは明確ではなかった。 
さらに、米国の株式関連報酬や自社株式による決済の中には、定義上、負債に分類されるものが
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含まれていた。このように、払込の伴う新株予約権を負債か資本のどちらに区分するかの問題の他
に、払込が伴わず決済手段として用いられる新株予約権に関して、多様性が明らかとなった。 
以上は、おもに会計基準の設定過程で行われた議論を検討した結果であった。特に、ストック・
オプションの会計については、米国の会計基準の場合、企業からの影響が大きく、粉飾決算による
エンロンの破綻の影響で、企業による自発的な費用計上をへて基準化されるなど、世論からの圧力
を意識したこともある。また、費用計上を回避すべく、ストック・オプションの新たな付与を中止
した動きもあった。それに対して、日本企業のストック・オプションの状況をみると、必ずしも費
用計上を回避することはなく状況は異なっていた。 
他方、転換社債など複合金融商品の区分処理に関しても、ストック・オプションと同様に負債と
資本の区分をめぐる問題だけではなく、損益計算にも影響がある。複合金融商品の区分処理に関し
ても、費用を小さくするような会計処理が好まれたので、区分処理が回避されるような金融商品の
発行が多く、この点では日本企業は転換社債の区分処理を行わずにいる。しかし、米国基準や国際
会計基準においては、現行のような負債から概念を先に確定するアプローチではなく、資本から概
念を先に確定するアプローチが提案されるなど、概念の変更を試みる動きもある。 
 
